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カーボンニュートラルの必要性
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出典）COP25におけるClimate Ambition Alliance及び国連への長期戦略提出状況等を受けて経済産業省作成
（2021年1月20日時点）
https://climateaction.unfccc.int/views/cooperative-initiative-details.html?id=94

2050年までのカーボンニュートラルを表明した国

4



各国の削減目標と気候変動政策
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出典） 経済産業省 https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/carbon_neutral_02.html



出典）国立環境研究所 温室効果ガスインベントリオフィス「日本の温室効果ガス排出量データ」より経済産業省作成

日本政府の動き
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エネルギー起源CO2の削減手法

カーボンニュートラルを実現するには、電力部門の脱炭素化が大前提。非電力部門については、電化や水素化
などCO2を排出しないエネルギーへの転換を進めることが必要。2018年には電力・非電力部門あわせて10.6億
トン排出していたエネルギー起源CO2を減らしていく必要がある。2050年には、排出量と、植林やDACCSなど
によるCO2の吸収を相殺することで、実質排出０トンにしていくことを目指している。
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出典） 経済産業省 https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/carbon_neutral_02.html



パリ協定を契機に企業が気候変動に対応した経営戦略の開示（TCFD）や脱炭素に向けた目標設定（SBT、RE100）
などを通じ、脱炭素経営に取り組む動きが進展している。
企業の取組は、国際的なESG投資の潮流の中で、自らの企業価値の向上につながることが期待できる。
気候変動の影響がますます顕在化しつつある今日、先んじて脱炭素経営の取組を進めることにより、他者と差別
化を図ることができ、新たな取引先やビジネスチャンスの獲得に結びつくものになっている。

脱炭素経営に向けた企業の取り組み
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2021年9月30日時点

※「コーポレートガバナンスコード２０２１改定の「気候変動」コーポレート・ガバナンスコードが改定となり、初めてＴＣＦＤ等に基づく
気候関連財務情報開示が企業に求められることとなった。また、報道では有価証券報告書への気候変動関連情報開示の記載を求める方向で議
論が進んでいるとも報じられている。
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TCFDとは
世界では「金融安定理事会（FSB; Financial Stability Board）」が気候変動に関する企業の対応を情報開示するよう
促す「気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD; Task Force on Climate-related Financial Disclosures）」を設置。
日本ではTCFDに賛同する企業や金融機関が集まり、民間主導でTCFDへの対応を推進していくための組織として
「TCFDコンソーシアム」が設立され、2019年5月27日に設立総会が催された。経済産業省は金融庁、環境省とと
もに、このコンソーシアムにオブザーバーとして参加している。

出所：資源エネルギー庁
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RE100とは

2014年に結成した、事業を100％再エネ電力で賄うことを目標とする企業連合のこと。
なお、日本独自のイニシアティブとして再エネ100宣⾔RE Actionが存在している。
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再エネとは

再エネ電力の定義
•RE100では、以下の電源に由来する電力を再エネ電力として定義しています。

①太陽光発電
②風力発電
③水力発電(大型水力を含む)
④バイオマス発電(バイオガス発電を含む)
⑤地熱発電
※FIT電力そのものは電気の需要家全てが費用負担（再エネ賦課金）しているため、環境価値に
対してすでに対価が支払われていることになります。このため、RE100のCriteriaに適合した再
エネ電力を調達するためには、別途、Jクレジット等の環境価値を調達することが求められます。

再エネ電力調達手法
•RE100に認められている再エネ電力の調達手法には、概して以下の3種類があります。

①専用線で接続された再エネ電源からの直接調達(略称: ①専用線)
②電力系統(送配電網) を介した再エネ電力メニューの購入(略称: ②メニュー)
③再エネ電力証書の購入(略称: ③証書)

RE100の目標水準
•RE100の達成に向けては、遅くとも2050年までに再エネ電力100%を達成することとし、以下
を参照した中間目標を設けることを推奨しています。

2020年: 30%、2030年: 60%、2040年: 90%
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SBTとは

出所：環境省
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中小企業向けSBTと通常SBT

[出所]環境省グリーン・バリューチェーンプラットフォーム SBT 詳細資料
（https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/intr_trends.html#no07）より作成
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CDPとは

CDP（＝Carbon Disclosure Project）は英国が管理する国際的なNGO（非営利団体）で、投資
家、企業、国家、地域、都市自らが環境への影響を管理するための情報開示システムを運用し
ている。CDPは、情報開示を通じて投資家、企業、自治体に自らの活動による環境への影響を
認識させ、持続可能な経済の実現へ向けて行動を起こすよう働きかけている。2000年に発足し、
日本では2005年に活動を開始。CDPの質問書に回答することで、サプライヤーにTCFD、SBT、
RE100、ACTなどの世界基準とのつながりを提供している。

出典）経済産業省『CDPサプライチェーンプログラムにおけるサプライヤーエンゲージメント』P.2



CO2排出量削減方法
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カーボンニュートラルへ向けた取り組み
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出所）環境省「温室効果ガス削減中長期ビジョン検討会とりまとめ」

１．省エネルギー・エネルギー効率の向上
①まずできることはエネルギー消費量を減らす。（省エネ）
②また節電、エネルギー効率の高い製品にする等により、エネルギー消費を抑えることができる。

２． CO2排出原単位の低減
①省エネと同時に、一定量のエネルギーをつくる場合のCO2排出量（CO2排出原単位）を減らす。
②電力部門では、再生可能エネルギー（再エネ）といった電源の非化石化をすすめるなど、電源の脱炭素化を進
める必要がある。
③非電力部門では、エネルギーを自動車など動力の燃料として利用することでもCO2は排出されてしまうが、使
用する燃料をより低炭素なものに転換したり、水素やバイオマス、合成燃料などに転換すれば、CO2排出原単位
を低減することができる。CO2排出原単位を下げれば、CO2の総排出量を削減することにつながる。

省エネ施策をシミュレーション
①エネルギー消費量削減
②低炭素電源の導入
③利用エネルギーの転換

現在のCO2排出量 2050年のCO2排出量



Scope3カテゴリ 該当する活動（例）

1 購入した製品・サービス 原材料の調達、パッケージングの外部委託、消耗品の調達

2 資本財 生産設備の増設

3
Scope1,2に含まれない燃
料及びエネルギー活動

調達している燃料の上流工程（採掘、精製等）
調達している電力の上流工程（発電に使用する燃料の採掘、精製等）

4 輸送、配送（上流） 調達物流、横持物流、出荷物流（自社が荷主）

5 事業から出る廃棄物 廃棄物（有価のものは除く）の自社以外での輸送（※1）、処理

6 出張 従業員の出張

7 雇用者の通勤 従業員の通勤

8 リース資産（上流） 自社が賃借しているリース資産の稼働

9 輸送、配送（下流） 出荷輸送（自社が荷主の輸送以降）、倉庫での保管、小売店での販売

10 販売した製品の加工 事業者による中間製品の加工

11 販売した製品の使用 使用者による製品の使用

12 販売した製品の廃棄 使用者による製品の廃棄時の輸送（※2）、処理

13 リース資産（下流） 自社が賃貸事業者として所有し、他者に賃貸しているリース資産の稼働

14 フランチャイズ 自社が主宰するフランチャイズの加盟者のScope1,2 に該当する活動

15 投資 株式投資、債券投資、プロジェクトファイナンスなどの運用

その他（任意） 従業員や消費者の日常生活

CO2排出量算定方法
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カーボンニュートラルの方法
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各事業所の燃料（重油・灯油等）

営業車の燃料（ガソリン・軽油等）

各事業所の電気

営業車の電気（充電）

各事業所から出る廃棄物

社員の通勤・出張

原材料の調達

調達の物流

省エネ

再エネ

オフセット

太陽光発電設置

Jクレジット購入

環境証書購入

省エネ機器導入

燃料転換

再エネ電源導入

具体的施策例方法

運用改善
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削減計画イメージ

削減計画の取りまとめイメージ

出典） 環境省 中小規模事業者のための脱炭素経営ハンドブック http://www.env.go.jp/earth/SMEs_handbook.pdf
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SBTとしての目標を設定し、その認定を受けることには多くのメリットがある。
RE100と同様、社会的なイメージや投資家からの評価が上がるのはもちろんだが、以下のメ
リットがある。

１．CDPでの評価が上がる

CDPの環境情報開示における「CDP質問書」には、SBTに関する質問があり、SBTの認定を受ける
ことにより得点を獲得することができる。
2019年CDPからの評価でA（最高評価）を獲得した日本企業38社のうち、27社がSBT認定を受け
ており、4社が2年以内に認定を受けることを認められている。

２．投資家だけでなく、消費者へアピールができる

RE100とは異なり、SBTでは事業領域全体で温室効果ガスの排出削減を目指す必要がある。
これにより、自社の製品のアピールに繋がり、社会的なイメージ向上や、シェアの拡大に大き
く貢献できる。
特に近い将来、炭素税の導入がされるとCO2を排出するような製品を使わないことがそのまま
コスト削減に繋がるので、そのような取組は今後ニーズがさらに高まってくる可能性がある。

SBTの認定を受けるメリット



再エネ電源導入方法 太陽光発電（１）

①

②
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完全自家消費

余剰売電

太陽電池モジュールで発電し
た電気をすべて自家消費する
出力制御の影響を受けない。

自社で設置して当
事業所で使用

自社で設置して当
事業所で使用

敷地内で消費

余剰分を売電
（2021年：11円/kWh）

地域電力会社送電網

太陽電池モジュールで発電し
た電気を自家消費するが
余った電力を売電し、売電収
入が得られる。
出力制御の影響を受ける可能
性がある。

敷地内で消費

計測装置



PPA事業者が敷地内
に太陽光発電を設置
（初期負担０）

再エネ電源導入方法 太陽光発電（２）

使用した分支払い
（夜間は小売事業者から

購入）

対象事業所

契約期間は大体20年
容量は大体300kW以上
単価は約15円以上、場合
によっては小売事業者よ
りも高くなる可能性あり

オンサイト
PPA

オフサイト
PPA

対象事業所

自己託送法を使うので、金
額は電源代＋託送料金のみ

PPA事業者が別敷地に
太陽光発電を設置
（初期負担０）

③

④

22

使用した分支払い
（夜間は小売事業者から

購入）



CO2排出量削減モデル事例
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太陽光発電（パネル設置イメージ）

屋外駐車場の場合は、カーポートタイプの太陽光発電がある



太陽光発電（某施設例（全面設置））

25※赤が電力使用量、青が発電量

自家消費の場合は、使用量と発電量のバランスが重要である。（全面設置だと発電量が多く余る）

kW



太陽光発電（某施設例（７割設置））

26※赤が電力使用量、青が発電量

自家消費の場合は、使用量と発電量のバランスが重要である。（７割設置の場合だと発電量の余りは減る）

kW



27

LED化

補助金活用によりLED化を実施

業種

小売業（愛知県）

対策内容

当初FLRランプだった照明をLEDに替えることにより
照明のエネルギー量を削減した。

きっかけ

建物竣工後２０年を経過しており、照明器具も竣工時のまま
で、店内が薄暗かった。
また電力会社が電気代を値上げが控えていたので、テナント
の満足度を上げるため電気代を下げることが必要だった。
補助金が活用できることを知ったので、導入を検討した。

導入後の感想

電気使用量が１６％削減できた。
店舗内が明るくなり、雰囲気がよくなった。
テナントにも好評を得ている。

構成イメージ

FLR照明器具

LED照明器具
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空調更新

補助金活用により空調更新を実施

業種

結婚式場業（茨城県）

対策内容

当初ガスパッケージ空調だったのを電気式ビルマルチ空
調に替えることによりエネルギー量を削減した。

きっかけ

空調が１３年を経過して、不具合が多発して、毎回高額の補
修が出ていた。
適用できる補助金があったので、それを活用して省エネ工事
を行うに至った。

導入後の感想

省エネ導入後は、集中コントローラなど個別制御をきめ
細かくできるようになった。
遠隔メンテナンス契約することで予防保全でき、異常が
あった場合も迅速な対応が可能となった。
今まで夏場に頻繁にトラブルがあったので助かっている。
また、遠隔で機器の運転状況も把握できるので、省エネ
アドバイスももらっている。
従業員の省エネの意識が高まった。

構成イメージ

ガスパッケージ空調機

ビルマルチ空調機
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ボイラ更新

補助金活用によりボイラ更新を計画

業種

温泉旅館業（神奈川県）

対策内容

重油ボイラを潜熱回収ガスボイラに変更する

きっかけ

竣工後２０年以上経過して、２台あるうちの１台は、温度が上がらなく
なってきており、設定温度を高くしている
そのため、熱効率は悪くなっている
導入可能な補助金があるため、現在省エネ工事を検討中

構成イメージ

重油ボイラ

潜熱回収ガスボイラ

ボイラ効率84％

ボイラ効率103％

構造

排気ガス中の水蒸気
から潜熱(未利用エネ
ルギー)を回収する。
給湯負荷状況に応じ
た燃焼制御も可能。
負荷が定格の20%に
なるまでバーナーを
停止する必要がなく、
起動と停止の繰り返
しによる効率の低下
を抑えることが可能。 出典：日本サーモエナー
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補助金情報
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補助金情報

令和4年度概算要求額：164.5億円（令和3年度予算50億円）



32

補助金情報
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補助金情報
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補助金情報
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補助金情報
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補助金情報
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補助金情報


